
過去３年間の工事又は製造の請負契約の変更議案の概要

年度 会期 工事概要 変更内容
変更前

（百万円）
変更後

（百万円）
差

（百万円）
率 理由等

30年１定 岩間川橋梁（土木）（工事委託） 金額 6,116 5,868 ▲ 248 ▲4.1% 施行時間帯の変更

29年4定 北西線シールドトンネル（土木） 金額 41,127 39,174 ▲ 1,954 ▲4.8% 発生土の処理見直し

29年3定 日野公園墓地納骨堂（建築） 金額・期限 810 814 4 0.5% 関連工事入札不調　約２か月の延期

横浜国際総合競技場（照明設備） 金額 2,668 2,669 1 0.0% 特例措置（新単価適用）

金沢シーサイドライン（橋梁） 期限 - - - - 橋桁架設時期の見直し　約３か月の延期

北西線北八朔換気所（建築） 金額 717 721 3 0.5% 特例措置（新単価適用）

北西線東方換気所（建築） 金額 854 858 4 0.4% 特例措置（新単価適用）

新港ふ頭９号岸壁（港湾） 金額 1,222 1,223 1 0.1% 特例措置（新単価適用）

計９件 29年2定 北西線（下谷本地区）（橋梁） 金額 4,581 4,442 ▲ 138 ▲3.0% 設備の見直し

29年１定 北西線シールドトンネル（土木） 金額・期限 36,069 41,127 5,058 14.0% 発生土の処理見直し　約９か月の延期

北西線シールドトンネル（土木）（工事委託） 期限 - - - - 発生土の処理見直し　約９か月の延期

28年3定 大田神奈川線（馬場地区）（土木） 金額 970 971 1 0.1% 特例措置（新単価適用）

金沢シーサイドライン（橋梁） 金額 2,076 2,208 132 6.4% 関連工事の変更に伴う見直し・インフレスライド

北西線北八朔換気所（土木） 金額 2,125 2,132 7 0.3% インフレスライド

北西線（下谷本地区）（橋梁） 金額 4,563 4,581 18 0.4% 特例措置（新単価適用）

北西線東方換気所（土木） 金額 1,975 1,981 5 0.3% インフレスライド

北西線（東方・川向地区）（橋梁） 金額 4,075 4,095 20 0.5% 特例措置（新単価適用）

28年2定 南本牧ふ頭第５ブロック排水処理施設（土木） 金額 1,237 1,242 5 0.4% インフレスライド

北西線（川向地区）（橋梁） 金額 3,245 3,264 19 0.6% 特例措置（新単価適用）

北西線（川向地区その２）（橋梁） 金額 3,362 3,381 19 0.6% 特例措置（新単価適用）

北西線（東方地区）（土木） 金額 1,684 1,686 2 0.1% 特例措置（新単価適用）

計13件 北西線（東方地区その２）（土木） 金額 1,395 1,400 4 0.3% 特例措置（新単価適用）

27年4定 南区総合庁舎（第１工区建築） 金額 4,108 4,165 56 1.4% インフレスライド

南区総合庁舎（第３工区建築） 金額 833 841 7 0.9% インフレスライド

27年3定 市立大学学生交流センター（建築） 金額 1,080 1,120 40 3.7% インフレスライド

南区総合庁舎（第２工区建築） 金額 1,116 1,146 30 2.7% インフレスライド

南区総合庁舎（空調） 金額 1,146 1,156 10 0.8% インフレスライド

港南区総合庁舎（第２工区建築） 金額 3,265 3,549 283 8.7% インフレスライド

港南区総合庁舎（空調） 金額 1,031 1,059 28 2.7% インフレスライド

金沢区総合庁舎（第１工区建築） 金額 3,680 3,929 249 6.8% インフレスライド

緑区総合庁舎（建築） 金額 1,540 1,573 33 2.2% インフレスライド

南本牧ふ頭第５ブロック排水処理施設（設備） 金額 1,544 1,545 1 0.1% 特例措置（新単価適用）

路鴨居上飯田線（本宿・二俣川地区）（土木） 金額 2,624 2,633 9 0.3% 特例措置（新単価適用）

金沢シーサイドライン（橋梁） 金額 2,041 2,076 35 1.7% 特例措置（新単価適用）

北西線シールドトンネル（土木） 金額 36,013 36,069 56 0.2% 特例措置（新単価適用）

27年2定 南区総合庁舎（第１工区建築） 金額・期限 4,103 4,108 5 0.1% 特定天井の基準改正　約１か月の延期

南区総合庁舎（第２工区建築） 金額・期限 1,114 1,116 2 0.2% 特定天井の基準改正　約１か月の延期

南区総合庁舎（第３工区建築） 金額・期限 831 833 2 0.3% 特定天井の基準改正　約１か月の延期

南区総合庁舎（電気設備） 金額・期限 1,409 1,410 1 0.1% 特定天井の基準改正　約１か月の延期

南区総合庁舎（空調） 金額・期限 1,145 1,146 1 0.1% 特定天井の基準改正　約１か月の延期

港南区総合庁舎（第２工区建築） 金額・期限 3,003 3,265 262 8.7% 関連工事の遅れ　約１年の延期

港南区総合庁舎（電気設備） 金額・期限 845 860 15 1.8% 関連工事の遅れ　約１年の延期

港南区総合庁舎（空調） 金額・期限 1,017 1,031 14 1.4% 関連工事の遅れ　約１年の延期

北西線（北八朔地区）（土木） 金額 3,213 3,267 53 1.7% 特例措置（新単価適用）

北西線（北八朔地区その２）（土木） 金額 1,861 1,897 36 1.9% 特例措置（新単価適用）

計24件 南本牧ふ頭連絡道路（橋梁）（工事委託） 金額 965 977 12 1.2% 費用単価（国）の確定

※小数点以下を四捨五入しているため差が一致しないことがある。

29年度

28年度

27年度
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№ 都市名

1 札幌市

2 仙台市

3 さいたま市

4 千葉市

5 横浜市

6 川崎市

7 相模原市

8 新潟市

9 静岡市

10 浜松市

11 名古屋市

12 京都市

13 大阪市

14 堺市

15 神戸市

16 岡山市

17 広島市

18 北九州市

19 福岡市

20 熊本市

※　指定都市全体では、20都市中11都市で、変更契約について専決処分の規定あり。

×

×

議会の議決を経て締結した工事又は製造の請負契約について、契約金額の1割以内の金額に係る変更契
約を締結すること。

×

議会の議決を経て締結した工事又は製造の請負契約について，次に掲げる変更契約を締結すること。
ア　設計変更の程度が著しい変更又は重要な部分の変更でない場合で，かつ，変更金額が2,000万円
　以内の契約金額の変更契約
イ　工事の目的達成上著しい変更又は支障が生じない場合における完工期日の変更契約

市議会の議決を経て締結した建設工事の請負契約について、次の各号の一に該当する場合において、変
更契約を締結すること。
ア　工事の一部の設計変更で、その程度が著しい変更又は重要部分の変更でない場合において、
　請負代金額の変更のないとき又は請負代金額の増額若しくは減額が5,000万円を超えず、かつ、
　当該請負代金額の10分の1を超えないとき。
イ　当該工事費の予算繰越に伴い工事期間を延長するとき。
ウ　市長において、工事目的の達成上著しい支障がないと認めるものについて、2箇月をこえない
　範囲内において、工事期間を変更するとき。

議会の議決を経て締結した工事又は製造の請負契約について、設計変更の程度が著しい変更又は重要な
部分の変更でない場合で、契約金額の1割以内の金額に係る変更契約を締結すること。

静岡市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(平成15年静岡市条例第54号)第
2条に規定する議会の議決に付すべき契約につき、当該契約を最初に締結したときの契約金額(当該契約
が変更により議会の議決に付すべき契約となったものであるときは、当該変更により議会の議決に付す
べき契約となったときの金額)の100分の10に相当する金額(その額が5,000万円を超えるときは、5,000
万円とする。)の範囲内において変更契約を締結すること。

議会の議決を経た工事又は製造の請負契約について、議決を経た契約金額の1割以内の額を減額する変
更契約の締結に関すること。

議会の議決を経た工事又は製造の請負契約について、契約金額を変更すること。ただし、変更金額が議
決契約金額の1割又は1億円を超える場合を除く。

指定都市における契約変更に係る専決処分指定の状況

×

×

工事請負契約について、議決契約金額の１割以内の変更契約（契約変更額は、川崎市契約条例（昭和39
年川崎市条例第14号）第５条に定める額未満とする。）及び天候その他やむを得ない事由による完成期
限の変更契約を締結すること。
※契約条例第５条に規定する額は６億円

工事請負契約について、議決契約金額の1割以内の変更契約(契約変更額が、議会の議決に付すべき契約
及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年相模原市条例第22号)第2条に定める額未満のものに限
る。)を締結すること。
※契約条例第２条に規定する額は３億円

×

×

契約変更に係る専決処分の規定（無い場合は×）

議会の議決を経た工事の請負契約について、契約金額をその10パーセントを超えない範囲内で変更する
こと。ただし、当該変更に係る金額が120,000,000円を超える場合を除く。

議会の議決を経た工事又は製造の請負契約(以下この号において「議決契約」という。)の変更で当該変
更後の契約金額と議決契約の契約金額との差額が次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額を超え
ないもの
イ　議決契約の契約金額が十億円以下の場合　五千万円
ロ　議決契約の契約金額が十億円を超える場合　議決契約の契約金額の百分の五に相当する金額と
　一億円とのうちいずれか低い金額

×

×
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